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第２章 愛知県豊田市の調査 

１ 調査の概要                                 

１－１ 背景・目的 

豊田市においては、トヨタ自動車を中心とする自動車関連企業等の本社、工場等が立地する「も

のづくり産業」の集積地域であるが、そのため朝夕の通勤時間帯では、マイカー通勤の集中により

豊田市中心部において慢性的な道路渋滞が発生し、地域環境の悪化、都市機能の低下、経済的損失

の拡大等の問題が顕在化している。このため、トヨタ自動車は、平成１５年２月より自社従業員の

マイカー通勤の自粛、鉄道を中心とした公共交通機関への転換促進の実験を実施し、現在も継続中

である。 

このように従業員の通勤手段を企業が率先して公共交通へ転換を図るような先進的な取り組みは、地

域社会と豊田市等にある広範な企業とが連携して実施することにより、更に環境改善効果を高めること

が期待でき、ひいては都市機能を向上させ、地域の活性化にも繋がる。 

本調査は、愛知環状鉄道沿線に広がる、豊田市・岡崎市・瀬戸市及び春日井市の４市（以下、豊

田エリアと称する）において、2005年日本国際博覧会『愛・地球博』の開催に併せて実施された愛

知環状鉄道の運行サービス水準向上を契機とした広域的な通勤手段転換や時差出勤などのＴＤＭ施

策の社会実験に併せて、新たに参加者の自発的な行動変容を促すための、ＷＥＢによるトラベル・

フィードバック・プログラム（ＴＦＰ：Travel Feedback Program）を活用したマイカー通勤転換実

験の検証を行ない、愛知環状鉄道沿線にある企業に拡大するための方策を検討する。 

 

１－２ 調査内容 

本調査においては、豊田エリアにおいて予定されているＴＤＭ社会実験などの連携を図りながら、

以下に示す各項目について検討を行うものとする。以下に調査フローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 豊田エリアにおける都市交通現

況把握 
➢ 道路交通現況整理 

➢ 公共交通現況整理 

➢ 主要企業等の立地状況の現況整理 

 

○ 通勤交通マネジメント等先進事

例の整理 
➢ 通勤交通対策先進事例の整理 

➢ 諸外国先進事例の整理 

➢ 国内先進事例の整理 

（先進事例の整理のため、本調査概要では省略） 

○ マイカー通勤転換実験の実施状況把握

と効果分析 
➢ 豊田エリアのＴＤＭ社会実験現況把握 

➢ ＴＦＰの効果検証 

○ マイカー通勤転換実験に関する従業

員・企業意識調査 
➢ 従業員意識調査 

➢ 企業意識調査 

○ 豊田エリアにおけるマイカー通勤転換
の拡大に向けた提言の検討 

 

ＴＤＭ 
社会実験 
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２ 豊田エリアにおける都市交通現況等の把握                        

２－１ 道路交通の概要 

豊田エリア４市に関連する自動車トリップ（出勤･登校･自由目的）は約62万トリップ／日であり、

うち 95％が各市の内々移動である。また、豊田市と岡崎市、春日井市と瀬戸市との間の自動車トリ

ップも多くなっている。 

 

２－２ 公共交通の概要 

豊田エリアは愛知環状鉄道（延長45.3km、H15年度乗車人員約24千人）で結ばれており、駅を起

点としたバス網が整備されているが、自動車への依存が顕著であり、主要な駅周辺においてのみ公

共交通利用割合が高くなっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：第４回ＰＴ調査集計より作成 

 
図 豊田エリア内の各ゾーン別代表交通手段割合 

 

２－３ 企業等の立地状況 

 豊田エリアの事業所数や商店数、従業者数などは近年、横ばいあるいは僅かながら減少に転じ

ており、いわゆる中心市街地と位置づけられている地区での小売業販売額の減少が顕著である。 
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３ マイカー通勤転換実験の実施状況把握と効果分析                       

３－１ ＴＤＭ社会実験の概要 

①ＴＤＭ社会実験の目的 

自動車交通削減の有効性に対する通勤者の意識向上を図ることを目的として、通勤交通を対

象としたＴＤＭ社会実験を昨年度と同様に実施し、その効果の検証を行う。 

また、実験を契機とした参加者の交通行動変化を、より効果的なものとするために、主にウ

ェブサイトを用いたトラベル・フィードバック・プログラム（ＴＦＰ）を実施する。 

②実験期間 

平成17年11月14日（月）から18日（金）にわたる５日間とする。 

③実施主体 

実施主体は以下の３団体である。 

・ 豊田市ＴＤＭ研究会 

・ 豊田市通勤時交通需要マネジメント部会 

・ 中部圏における通勤交通マネジメントの推進による地球環境改善に関する検討会 

（豊田（愛環沿線）エリア調査ワーキング） 

④実施内容 

(a)チャレンジＥＣＯ通勤 

事業所に協力を呼びかけ、マイカー通勤者の通勤手段を「公共交通機関」「徒歩・二輪車」に

転換あるいは「時差出勤」を実施してもらい、これを契機としたＴＦＰによりエコ通勤の普及

を試みる。 

(b)豊田市停車場線バス路線導入実験 

豊田市停車場線（東山６丁目～豊田大橋～豊田市駅）に実験バス路線を導入するとともに、

実験バスの発着地である東山６丁目付近にパーク＆バスライド（Ｐ＆ＢＲ）駐車場を仮設し、

バス利用の利便性を図る。 

(c)パーク＆ライド（Ｐ＆Ｒ）駐車場情報提供 

豊田環状線（外環状線）内に目的地を持つ自動車交通の鉄道転換を促進するために、みちナ

ビとよたのポータルサイトでパーク＆ライド（Ｐ＆Ｒ）の情報提供をおこなう。 

⑤定量的な効果測定 

調査車両の実走行による旅行速度、道路交通情報センターのＷｅｂ交通情報や公共交通利用

状況データ等を把握する。 

⑥「チャレンジＥＣＯ通勤」参加者への特典付与 

岡崎市および豊田市では、買物袋の持参などのエコ活動に対して、加盟店での買い物やエコ

製品との交換などに利用できる「エコシール」を配付する「エコシール制度」が制定されてお

り、「チャレンジ ECO通勤」参加者特典として、削減された CO2量に応じた「エコシール」配付

を行う。 
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３－２ ＴＤＭ社会実験の実施状況とＴＦＰの分析 

（１）チャレンジＥＣＯ通勤の参加登録者 

実験には1,660人（うちインターネット1,454人）の参加登録があった。 

 

（２）ＥＣＯ通勤の実施状況 

実験期間を通じて１日約1,000人がＥＣＯ通勤を実施し、5日間でのべ5,336人が実施した。ＥＣＯ通

勤メニューとしては、交通手段の変更が約65%、時差出勤が約35％という結果であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 日別ＥＣＯ通勤実施者数 
 

（３）チャレンジＥＣＯ通勤の CO2削減効果 

参加者全員が5日間通常通りのマイカー通勤を行った場合、出勤時には合計で13,418,587 g のＣＯ２

が排出されている。実験期間中のＥＣＯ通勤実施により、出勤時の排出量は7,968,536 g に減少した。

割合にして、40.6% のＣＯ２を削減したことになる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注）ＣＯ２排出量の算出は、「ＥＳＴ運輸局様式３－０」による 
 

図 日別のＣＯ２削減状況 
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（４）参加者アンケート（登録時）の結果 

「チャレンジＥＣＯ通勤」のような、ＣＯ２排出量削減に向けた一人ひとりの取り組みをどう思うか、

実験登録時（ＥＣＯ通勤実施前）に質問したところ、約 75%が「非常に重要である」、約 23%が「まあ

重要である」と回答した。 

 

（５）参加者アンケート（実施中）の結果 

時差出勤実施者では、「今後も継続する」という回答が34.0%、「条件が良くなれば継続する」という回

答が 43.6%であった。継続する条件としては、「フレックスタイムの選択率が高く、時差出勤の普及拡

大には事業所側の対応が重要である。 

交通手段変更実施者では、「今後も継続する」という回答が32.8%、「条件が良くなれば継続する」とい

う回答が 38.7%であり、時差出勤よりも若干低い結果であった。継続する条件としては、「鉄道・バス

の運行便数が増える」等の公共交通のサービス水準向上や「クルマよりも通勤時間が短くなる」、とい

った、条件の選択率が高い。また、「早朝・深夜勤務、残業が無くなる」「徒歩や自転車に対して通勤

手当が支給される」といった事業所の仕組みに関わる条件についても、比較的高い選択率であった。 
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図 時差出勤についての継続的取り組み意識 

図 交通手段変更についての継続的取り組み意識 
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（６）ＴＦＰによる意識の変化 

事前に環境対策としてのＥＣＯ通勤を「あまり重要でない」と答えていた参加者でも、事後の調査で

は約 72％が環境問題への関心を持っている。また、事前に「あまり重要でない」と回答した参加者の

うち 19％が事後に「できるだけ取り組みたい」と回答していることから、ＴＦＰによりＥＣＯ通勤に

対する意識の変化が得られたと考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（７）フォローアップアンケートの結果 

実験後のＥＣＯ通勤実施状況は、全体で８割程度の参加者が「実施したことがある」と答えている。

また、豊田市の方が若干その割合が高くなっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 実験後のＥＣＯ通勤実施有無 
 
 

実験後にもエコ通勤を実施している人は、全体で約 87％が継続の意志を持っており、特に豊田市では

90％を越える参加者がそのように答えている。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 実験後のＥＣＯ通勤実施有無 

図 事前のＥＣＯ通勤の重要性意識と事後の取り組み意志 
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図 事前のＥＣＯ通勤の重要性意識と事後の環境への関心 
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1. 実施したことがある 2. 実施したことはない

※豊田市は三好町を含む

実験後ECO通勤実施者の今後の継続意志は？

75.0%

91.3%

86.5%

25.0%

12.9%

0.0%

7.8%

0.6%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

岡崎市
(N=88)

豊田市
(N=231)

総計
(N=326)

はい わからない いいえ
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３－３ ＴＤＭ社会実験に伴う交通流の変化 

（１）交差点交通量の変化 

最も豊田市中心部に近い「下市場町５交差点」や、滞留長の最も長かった「トヨタ町南交差点」では、

ＴＤＭ社会実験中の滞留長短縮がみられている。 

 
表 滞留長の観測結果〈トヨタ町交差点〉 

       11月９日（水）                        11月月16日（水） 

 

 

 

 

（２）自動車所要時間の変化 

チャレンジエコ通勤により、幹線道路の多くで平常時よりも走行時間が短縮されている。特に国道153

号（豊田市北東部）、国道248号（豊田市南部、岡崎市北部）等で時間短縮の効果が大きくみられた。 

 
 
 
 
 
 
 

（３）ＪＡＲＴＩＣデータによる道路交通状況の比較 

ＴＤＭ社会実験前と期間中の水曜日における道路交通状況を比較すると、例えば豊田エリアでは７時

30分頃、渋滞緩和が図られたことが読みとれる。 

 

 事前（H17年11月9日） 「チャレンジ ECO通勤」実施期間（H17年11月16日） 

7:30 

  

図 豊田エリアの道路交通状況 

（４）愛知環状鉄道の利用者数の状況 

愛環主要７駅の乗降客は 2,932人増加した。増加の多かったのは７時台と８時台で、７時台は岡崎駅

(356人増)と新豊田駅(375人増)、８時台は三河豊田駅(526人増)であった。 

最大滞留長（ｍ） 車線 時間帯

東　側 190 直進 ７：２０～７：２５

西　側 530 直進 ８：２０～８：２５

南　側 1,600 直進 ７：５０～８：００他

北　側 270 右折 ７：５０～８：５０ 北　側 270 右折 ７：３５～９：０５

南　側 1,350 直進 ８：１５～８：２０

西　側 450 直進 ８：１５～８：２０

時間帯

東　側 190 直進 ７：４０～７：４５

最大滞留長（ｍ） 車線

ルートＥ：国道248号（仁木→挙母町１丁目）　8 .1km

0:00

0:05

0:10

0:15

0:20

0:25

0:30

0:35

6 :40発 7 :00発 7 :20発 7 :40発 8:00発 8:20発 8:40発 9:00発 9:20発

11月9日（事前） 11月16日（実験中）

ルートＨ：国道153号（勘八町勘八→挙母町１丁目）　8.1km

0:00

0:05

0:10

0:15

0:20

0:25

0:30

0:35

6 :40発 7 :00発 7 :20発 7 :40発 8:00発 8:20発 8:40発 9:00発 9:20発

11月9日（事前） 11月16日（実験中）
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４ マイカー通勤転換に関する従業員・企業意識調査                       

４－１ 意識調査の概要 

社会実験終了後に実施した意識調査の概要は以下のとおりである。 

 

表 従業員・企業意識調査の概要 
対象者 企業への意識調査 実験不参加者への意識調査 

調査票名 通勤手段の転換等に関する調査 
従業員アンケート 

（フォローアップ調査） 

対象者 

・各企業の「従業員の通勤」に関する事

務の担当者 

・原則、社会実験前の意識調査回答者 

・ＴＤＭ社会実験に不参加の従業員 

・原則、ＴＤＭ社会実験への参加を依頼

いただいた範囲（部署等）から企業側

で抽出 

アンケートの

方法 

・アンケート用紙の郵送配布・郵送回収

により実施 

 

・アンケート用紙の郵送配布・郵送回収

により実施（企業側で対象者に個別配

布回収） 

配布回収部数 
91事業所に配布し、60事業所から回答

（66％） 
1820部配布し、782部回答（43％） 

 
 

４－２ 企業への意識調査結果 

（１）マイカー通勤抑制に対する意識 

マイカー通勤抑制を企業の社会的責任と思う企業が半数を超えている一方、同様に、半数以上が「抑

制は難しい」とも考えていることがわかる。特に時差出勤については、取り組み意欲があると回答し

た企業は15社にとどまっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 マイカー通勤抑制によるメリットの認識 図 マイカー通勤抑制に対する先入観 

図 時差出勤への取り組み意欲 

5

1

15

13

5

9

11

29

15

27

23

16

19

5

8

5

20

4

5

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

会社ｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ

通勤時の交通事故減少

社員遅刻減少

経費節減、利益向上

全然ないと思う ← どちらともいえない → とてもあると思う

60606060

60

60

60

1

7 5

21

14

22

24

13

10

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社会的責任

抑制は難しい

全然ないと思う ← どちらともいえない → とてもあると思う

60

60

14 20 6 9 110

0% 20% 40% 60% 80% 100%

時差出勤を

導入したい

全然ないと思う ← どちらともいえない → とてもあると思う 無回答

60
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（２）マイカー通勤抑制に資する対策の受容性 

マイカー通勤を抑制するために考えられるＴＤＭ施策としては、企業側に拘束力が及ばない「従業員

への呼びかけ」や主体的な活動ではない「公共交通利便性向上への働きかけ」よりも、「通勤バス」や

「相乗り制度」などが「難しい」と考えられている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 マイカー通勤抑制に資する対策に取り組む難しさ 

（３）マイカー通勤抑制への取り組み意思等 

マイカー通勤抑制に実際に取り組む可能性については、44事業所が「充分あり得る」「あり得る」また

は「ややあり得る」と回答している。一方、その際の従業員の反応については、図りかねている状況

が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45

29

21

30

29

38

17

17

15

26

14

12

16

15

21

4

12

9

10

14

4

24

18

3

4

4

6

5

2

4

4

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通勤バスの導入・充実

自転車通勤の奨励

自動車通勤制度の見直し

通勤手当の見直し

駐車場の削減

相乗り制度の導入

従業員への呼びかけ

ﾊﾞｽ・鉄道の利便
性向上の働きかけ

難しい 少し難しい 難しくない 無回答

60

60

60

60

60

60

60

60

53社

32

4

12

11

28

0 5 10 15 20 25 30 35

費用がかかる

やり方がわから ない

業務量の増大

従業員の反対が予想される

その他

60.4%

7.5%

22.6%

20.8%

52.8%

47社

2

3

2

31

22

0 5 10 15 20 25 30 35

費用がかかる

やり方がわからない

業務量の増大

従業員の反対が予想される

その他

4.3%

6.4%

4.3%

9.1%

9.8%

38社

3

14

9

3

17

0 5 10 15 20

費用がかかる

やり方がわからない

業務量の増大

従業員の反対が予想される

その他

7.9%

36.8%

23.7%

7.9%

44.7%

＜通勤バスの導入・充実＞ 

＜自動車通勤制度の見直し＞ 

＜バス・鉄道の利便性向上の働きかけ＞ 

図 マイカー通勤抑制に対する従業

員意識のとらえ方 
図 マイカー通勤抑制への取り組み

可能性 
図 マイカー通勤抑制に対する公的

取り組みへの協力意向 

少しなら良い
22

協力してよい
22

積極的に協力
11

全く思わない
0

無回答
5

ややあり得る
26

あり得る

14

十分あり得る
4

絶対あり得な
い
12

無回答

4

やや反対
9

どちらともいえ

ない
25

無回答

4

やや賛成
9

反対
8賛成

5

例えば・・・ 
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４－３ 従業員への意識調査結果 

（１）「チャレンジＥＣＯ通勤」への参加・不参加状況とその理由 

「チャレンジＥＣＯ通勤」の認知度は 52％と高くなっており、また社会実験が行われたことを知って

いた方のうち22％が「参加登録し実践」、2％が「参加登録したが実践せず」、66％が「参加も実践もせ

ず」との回答であった。 

社会実験が再度実施されたと想定した場合、参加するための改良点は、「参加広報のやり方による」や

「通勤バスなど代替交通手段の確保」が多くなった。 

また、環境のために公共交通を利用する取り組み自体に対しては、88％が賛同している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）エコ通勤実践に対する受容性 

公共交通や徒歩・自転車を利用するエコ通勤について、事業所が奨励している（と思う）かを把握し

たところ、51％が「奨励している（と思う）」、41％が「奨励していない（と思う）」と回答している。 

また、実際にエコ通勤を「実施したい」と考える方は164名（21％）であり、「実践したくない」方の

151名（19％）をやや上回っている。また「条件が変われば実践したい」方は313名（40％）で最も多

くなっている。 

 
 
 
 
 
 

391

151

245

431

64

83

16

110

18

270

136

136

0 100 200 300 400 500

☆参加に関する広報のやり方

十分な広報期間

行政職員等の直接説明

　判り易いﾊﾟﾝﾌ等配布

その他

☆実験方法を変える

紙で配布

期間を長く

その他

☆通勤ﾊﾞｽ等代替交通手段確保

☆いずれにせよ参加しない

☆その他

55.1%

31.3%

14.1%

19.3%

2.3%

34.5%

17.4%

50.0%

17.4%

2.0%

8.2%

10.6%図 「チャレンジＥＣＯ通勤」の認知度と参加状況 

図 環境と通勤交通を考える実験に参加するための改良点 

51 .5% 2.2%46 .3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社会実験の認知度

知っていた

知らなかった

無回答

782

22.3% 66.0% 8 .9%1.7% 1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社会実験への参加

インター ネットで参加登録し、
エコ通勤も実践した
インター ネットで参加登録した
が、エコ通勤は実践しなった
インター ネットで参加登録も、
エコ通勤の実践もしなった
その他

無回答

403

図 エコ通勤に対する事業所の奨励 図 エコ通勤実践についての意識・受容性 

51.0% 7.7%41.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

エコ通勤に対する

事 業所の意 識

奨励している

奨励していない

無回答

782 21.0% 19.3% 10.0% 9.7%40.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

エコ通勤実践 意識

実践 したい

条件 が変われ ば実践したい

実践 したくない

わか らない

無回 答

782
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エコ通勤に取り組むための具体的な条件を把握すると、交通の条件（外的に与えられる交通や交通サ

ービスに関する条件など）としては「鉄道・バスの運行便数が増える」（55％）、会社側の条件（勤務

形態や制度等に関する条件など）として「早朝勤務・深夜勤務・残業がなくなる」（30％）が最も多い

回答となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 エコ通勤を実践するために変わるべき条件 
 
 

エコ通勤を「実践しない」と回答した151名について、具体的な理由を把握すると、「鉄道・バスの運

行本数が少ない」（58％）や「通勤時間が大幅に増加した」（33％）という回答が多くなっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 エコ通勤を実践しない（出来ない）理由 
 
 

＜交通の条件＞ ＜会社側の条件＞ 

172

151

86

23

24

68

86

30

0 50 100 150 200

ﾏｲｶｰより費用が安い

自宅・会社近くにバス停ができる

鉄道・ﾊﾞｽの運行情報が気軽に入手できる

便数が増える

仕事でﾏｲｶｰが不要となれば

バスが遅れなければ

P&R駐車場ができる

その他

27.5%

48.2%

7.3%

55.0%

7.7%

21.7%

27.5%

9.6%

55

70

71

63

94

11

0 20 40 60 80 100

早朝、深夜勤務、残業がなければ

徒歩、自転車でも手当てがつけば

P＆Rの駐車場に補助が出れば

ｴｺ通勤に褒賞が出れば

時差出勤ができれば

その他

30.0%

20.1%

22.7%

22.4%

17.6%

3.5%

44

34

50

87

24

8

20

13

0 20 40 60 80 100

本数が少ない

通勤時間が長くなる

金銭的負担が大きい

渋滞でバスがよく遅れる

身体的負担が増える

仕事でﾏｲｶｰを使うから

勤務が早朝・深夜であるため

その他

57.6%

33.1%

13.2%

8.6%

22.5%

5.3%

15.9%

29.1%
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５ 豊田エリアにおけるマイカー通勤の転換に向けた提言の検討                                                                        

５－１ 社会実験から受けた課題の整理 

（１）社会実験の運営からみた課題 

今回のＴＤＭ社会実験『チャレンジＥＣＯ通勤』において明らかとなった課題を整理するととも

に、課題への対応方向性（案）を検討し、下表のように整理する。 

 
表 『チャレンジＥＣＯ通勤』運営における課題と対応方向性 

視点 課題・改良すべき点など 対応方向性（案） 

協力事業所募

集（実験の準

備段階） 

・ 協力事業所への事前説明等に要する多大な労力

（マンパワー投入が必要） 

・ 事業所が参加することの意義とインセンティブの

明確化 

・ 担当者が実験を抱え込まず、全社的な取り組みと

して展開できるような戦略が必要 

・ 環境負荷軽減の社会的

意義アピール 

・ 適切な担当部署へのア

プローチ（日頃からのパ

ートナーシップづくり） 

・ 好事例づくり 

参加者（個人）

募集 

・ 参加者登録手続きのさらなる円滑化 

・ より直接的な「通勤手段転換可能層」「自動車ユー

ザー」への働きかけ方法の工夫 

・ 登録者募集手続きに関する実施主体と事業者との

役割分担明確化 

・ 事業所内コーディネー

ター的人材の育成と設

置 

・ 社内セミナー、教育カリ

キュラムへの支援 

実験方法など ・ 参加登録者と協力事業所との連携の明確化 

・ ＴＦＰソフトウェアの将来的な取り扱いの明確化 

・ 多数の不達メールなど、自動化による弊害 

・ 交通行動が自己申告であることの弊害 

・ 短すぎる実験期間（充分な周知が困難） 

・ 実験ではない恒常的な

システムづくり 

・ 入力ミス等チェック機

能などソフトウェアの

作り込み 

・ ＩＴを活用した交通行

動データの収集と連動 

実験実施主体 ・ 個人情報の取り扱い（最終的な責任所在の明確化） 

・ 交通事業者や公安関係者等とのより密接なパート

ナーシップ強化 

・ 外部セキュリティサー

バの利用 

実験の運営体

制 

・ 問合せに対する窓口機能充実の必要性 

・ 本格実施または実験規模が拡大した場合の管理体

制強化 

・ 費用負担 

・ 事業所担当者（事業所内

コーディネーター）との

共同実施や役割分担 

・ ＮＰＯも含めた運営体

制確立 

広報 ・ 参加事業所に対する「謝礼的」広報の充実 

・ 実験に関する（参加者以外の）一般市民など対外

的なＰＲの不足 

・ フリーペーパー、タウン

誌等との連携（身近な実

験をアピール） 

・ マスコミとの連携 

魅力付け・他

施策や事業等

との連携 

・ より密接な公共交通利用促進策（バス運行サービ

スなど）やＴＤＭ施策、ＩＴＳ（総合交通情報提

供など）との連携 

・ ＴＦＰによる成果と豊田市・岡崎市エコシールと

の連携など参加者に対する還元サービスの充実

と、そのための適切なポイント交換レートの設定 

・ 「遊び」的な要素の追加など、楽しむ・魅せる工

夫（他の参加者との比較や情報交換、魅力あるＷ

ＥＢ画面構成など） 

・ フリーペーパー、タウン

誌等とのコラボレーシ

ョン（身近な実験をアピ

ール） 

・ 「エコ活動」をキーワー

ドとした他団体や活動

との連携 

・ みちナビとよたポータ

ルサイトとの完全連動 
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（２）通勤交通マネジメントの今後の実施に向けた課題 

『チャレンジＥＣＯ通勤』実施後に、事業所や参加者（非参加者）に対して実施したアンケート

調査等から、引き続き通勤交通マネジメントに取り組むうえで検討すべき課題を整理する。 

特に、公的主体（自治体等）としては、下表に示す対応方向性（案）の実施に向け、充分に検討

する必要があると考えられる。 

表 通勤交通マネジメント実施上の課題と対応方向性 
視点 課題・改良すべき点など 対応方向性（案） 

・ マイカー通勤抑制の必要性は理解して

いるが、従業員が前向きに取り組むかど

うか（同意が得られるか）図りかねる 

・ マイカー通勤抑制策に対して、あるいは

抑制を呼びかけた場合に、従業員の反対

が予想される 

・ 事業所担当者（事業所内コーディネ

ーター）へのノウハウ等支援の充実 

・ 従業員に対する公的な顕彰制度の

充実などによる、事業者側の協力要

請支援 

・ ｢通勤バスの導入や充実｣は、事業所側の

負担が大きく実施が難しい 

・ 通勤マネジメントに関する各種補

助事業活用 

・ 「やる気のある」事業者に対する積

極的な支援 

事業者の考え

る課題 

・ バスや鉄道の利便性向上を働きかける

にしても、いち事業所が単独で取り組ん

でも効果が期待できないし、通常業務に

対しても負担がかかる 

・ 地域一体として公共交通利便性向上を

働きかけることは必要だが、やり方がわ

からない 

・ 行政や交通事業者との定期的なコ

ミュニケーション機会を確保 

・ ＭＭに関しては、ＷＥＢシステムの

充実など支援ツール等の充実 

・ 環境のため公共交通を極力利用しよう

と思うが、公共交通の現状を考えると、

現実的な交通手段としてマイカーを選

ぶことになる 

・ 公的施策として公共交通サービス

の充実と、交通事業者との連携 

・ 取り組みに関する情報が入りにくい、ま

たは入らなかった 

・ フリーペーパー、タウン誌、マスコ

ミ等との連携 

・ 情報提供手段や時期の検討（常時情

報が得られるＷＥＢ等の設置など） 

・ エコ通勤を事業所が奨励していない（ま

たは奨励していると思えない） 

・ エコ通勤に事業所から褒賞がでれば参

加したい 

・ 事業所内での顕彰制度導入の働き

かけ実施 

・ 「エコ事業所」の公的なＰＲ促進な

ど（事業所に対する顕彰の充実） 

・ エコ通勤を実践したいが、勤務形態がネ

ック 

・ エコ通勤奨励日等の設定を事業所

に働きかけ 

・ 相乗り等に関するマッチング実施

を事業所に働きかけ 

従業員の考え

る課題 

・ パーク＆ライド駐車場が整備されると

ともに、通勤費等で補助があればエコ通

勤に参加したい 

・ パーク＆ライド駐車場の設置 

・ 通勤手当制度の見直しについて事

業所に働きかけ 
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５－２ 通勤交通マネジメントの展開に向けた施策提言 

（１）通勤交通マネジメント施策の方向性 

今回の通勤交通マネジメントの社会実験から導き出された課題等や対応の方向性を踏まえ、今後、

下記に示すような方向性（または複数の組み合わせ）で連携施策を展開することが考えられる。 

 

方向性１：公共交通利用促進策と連携したモビリティ・マネジメント 

 
交通事業者などとより密接に連携し、モビリティ・マネジメントの実施にあたり、交通事業者にとって

は公共交通の利用体験機会を提供しＰＲすること、参加者にとってはモビリティ・マネジメントへの参加

に対するインセンティブを高めることによって、公共交通利用促進に対する実効性を高める。 

＜連携施策例＞ 

（ａ）公共交通サービスの向上 

・愛知環状鉄道の複線化 

・名鉄三河線の連続立体交差化の推進 

・バス網の充実と運行サービス向上 

（ｂ）交通まちづくりの推進 

・駅前広場など交通結節点の整備 

・総合交通情報の提供 
                                         ●：事業主体となる機関 ○：事業主体を支援する機関 

                                                     短期：概ね 5 年以内を目途 中長期：それ以上の時間を要する事業 
 

      
事業名 

国 自治体 事業所 交通事業者 短期 中長期 

（a）公共交通サービスの向上       

・愛知環状鉄道の複線化（新豊田～三河

豊田の部分複線化） 
○ ○  ● 

  

 ・名鉄三河線の連続立体交差化の推進 ○ ●  ○   

 ・バス網の充実と運行サービス向上 ○ ●  ●   

（b）交通まちづくりの推進       

 ・駅前広場など交通結節点の整備 ○ ●  ○   

 ・総合交通情報の提供 ○ ●  ○   

 

 

方向性２：都市交通施策（ＴＤＭ施策）と連携したモビリティ・マネジメント 

 

エリア全体を対象とした総合交通体系（公共交通と自動車やその他手段との適切な役割分担に基づく

交通体系）の実現に向け、駐車場の適正利用、パーク＆ライド、パーク＆バスライド駐車場利用促進な

どといった自動車利用の適正化を促進する都市交通施策（ＴＤＭ施策）と一体となって、モビリティ・

マネジメントに取り組む。 

＜連携施策例＞ 

（ａ）ピーク平準化施策の推進 

・時差出勤、フレックスタイム 

（ｂ）マルチモーダル施策の推進 

・パーク＆ライドの推進 

・相乗り促進 

・企業シャトルバス運行 
 

関係機関 ｽｹｼﾞｭｰﾙ 
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事業名 

国 自治体 事業所 交通事業者 短期 中長期 

ピーク平準化施策       

 ・時差出勤、フレックスタイム  ○ ● ○   

マルチモーダル施策       

新規駐車場の整備  ● ○ ○   
 ・利用促進 

キャンペーン 商業施設駐車場の活用  ● ○ ○   

 ・相乗り促進  ○ ●    

 ・企業シャトルバス ○ ○ ● ○   

 

 

方向性３：他の環境活動と連携したモビリティ・マネジメント 
 

今回のモビリティ・マネジメントは、地球温暖化対策のための通勤交通におけるマイカー抑制を目

的として、対象者を事業所従業員として実験的に実施したが、例えば、従業員に対しては、休日も含

め、１日ごと、トリップごとでの転換拡大や授業員家族への対象者の拡大など、全市的な活動とする

事が考えられる。 

その為、各種の地球温暖化対策や総合環境教育、商業施設でのレジ袋辞退行動などのエコ活動と連

携して、モビリティ・マネジメントをさまざまな環境活動に位置づけ、環境改善の観点から市民・事

業所・行政のパートナーシップを確立することにより、より発展的な施策へ展開する。 

＜連携施策例＞ 

（ａ）各種地球温暖化対策との連携 

・ＥＳＴ事業 

・低公害車等の普及促進 

・交通エコロジー教室 

（ｂ）総合的な環境教育、環境学習事業との連携 

・環境学習リーダー要請講座、出前講座 

・環境家計簿（春日井市環境家計簿） 

（ｃ）他のエコ活動との連携 

・市民、事業所等との環境行動ネットワーク形成（岡崎市エコシール制度推進協議会、瀬戸市こども

エコクラブ、とよたエコライフ倶楽部など） 

・エコシール、エコポイントとの連携 
 

      
事業名 

国 自治体 事業所 交通事業者 短期 中長期 

（a）各種地球温暖化対策との連携       

 ・ＥＳＴ事業 ○ ●     

 ・低公害車等の普及促進 ● ● ○ ○   

 ・交通エコロジー教室 ● ○     

（b）総合的な環境教育、環境学習事業と

の連携 
    

  

 ・環境学習リーダー要請講座、出前講座  ●     

 ・環境家計簿  ●     

（c）他のエコ活動との連携       

 ・市民、事業所等による環境行動ネット 

ワークの形成 
 ● ○  

  

 ・エコシール、エコポイントとの連携  ● ○ ○   

関係機関 ｽｹｼﾞｭｰﾙ 

関係機関 ｽｹｼﾞｭｰﾙ 
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（２）通勤交通マネジメント施策の推進体制の検討 

   通勤交通マネジメント施策の推進においては、以下の視点を踏まえることが望まれる。 

① 事業者が通勤交通マネジメントに参加する「動機付け」の工夫 

条例による規制などの「制度」を整備する、自動車通勤を容認することに伴う出費を認識する機会を「コミュ

ニケーション」によって創出する、事業所の社会的貢献を認め「顕彰」する、等の工夫が必要である。 

② 事業所の目標を具体化する「行動プラン」策定を誘導する工夫 

「行動プラン」の策定を促すため、その策定を「義務づける」だけでなく、行動プラン策定に必要

となる種々の分析やコンサルタンティングを公的主体が「支援する」などの工夫が必要である。 

③ 行動プランを民間事業者に実践していただくための「サポート」 

各事業所が策定した「行動プラン」が「絵に描いた餅」にならないよう、公的主体は、行動プラン

実行を金銭的・技術的・設備的にサポートする体制を整備することが必要である。 

 

これを踏まえ、今後の継続に向けてより幅広い関係者が協力しながら、事業者がより主体的に取

り組める体制づくり（下図参照）に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

図 通勤交通マネジメント施策の推進体制（案） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 通勤交通マネジメント施策の当面の推進体制（案） 
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＊事業所のMM担当者は、TDM研究会からの各種支援を受けながら「TFP

支援WEBサービス」を活用して自社内参加者とのコミュニケーショ

ンを図る。 
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また、以下の支援方策についても併せて検討することが必要である。 

① 他の顕彰制度との連携による職員レベルでの参加意欲促進 

豊田市や岡崎においては、エコシール制度に対する市民の認知度も向上しつつあるとともに、名

古屋市でも愛・地球博からの継続事業として、「ＥＸＰＯエコマネー」が展開されており、エコ活動

のネットワークが広がりつつあるといえる。 

エコシール制度やさらにはエコポイントとの連携により、エコ活動意識を高めるとともに、それ

を通じて職員レベルでの参加意欲を促進することが必要である。 

また他にも、事業所内顕彰の充実（社員福利厚生施設利用の優遇や割引等）、他のポイント制度と

の連携についてもあわせて検討することが必要である。 

② 参加事業所に対する顕彰の充実 

事業所が通勤交通マネジメント施策に取り組む動機のうち、社会的責任に配慮した事業所活動を

志向する「公共的動機」を充分に受け止めて、広く社会に対して紹介するような取り組みを行うな

ど、参加事業所に対する顕彰の充実を図ることが考えられる。 

③ 広報支援ツール・コミュニケーションツールとなるＷＥＢサービスの運用 

事業所の通勤交通コーディネーター（モビリティ・マネジメント担当者）や、参加者ひとり一人

が、いつでも知りたいときに情報を入手できるとともに、市民など不特定多数に情報発信するため

のツールとして、『（仮称）通勤交通マネジメントＷＥＢサービス』を開設し運用する。 

ＷＥＢサービスについては、行政機関、市民（ＮＰＯ）、学識経験者及び事業所などによる共同運

営とし、通勤交通マネジメント促進のための恒久的な情報プラットフォームとして活用することが

考えられる。 

 


